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自治体の臨時・非常勤等職員の雇用安定と均等待遇に関する要請書

　国民の福祉の向上と雇用対策をはじめとする労働環境の改善にむけた日々の取り組みに、敬意を表します。
　今日、自治体に働く臨時・非常勤等職員は、自治労推計で約70万人を超えており、その多くは保育や学童保育、生活保護や児童相談・ＤＶ対応、病院、図書館、給食調理、行政窓口など住民と接点のある現場で、基幹的かつ継続的な行政サービスの業務を担っています。今や、臨時・非常勤等職員を抜きにして地域の公共サービスの提供体制は成立しない状況となっています。
　しかし、自治体の臨時・非常勤等職員には、労働者の雇用を保護する法令の適用がないため、業務が継続して存在しているにもかかわらず、使用者による一方的な「雇い止め」や雇用上限年数を３年や５年と設定する「集団的解雇」が広がっています。これら公務職場での「雇い止め」の動向は、有期労働者の雇用を保護し、無期雇用への転換をはかる「改正労働契約法」の趣旨とは、まったく相反する流れとなっています。
また、現行では公務職場にパート労働法が適用されていないため、通勤費や諸手当、賃金、教育研修、福利厚生などにおいて正規職員との「均等待遇」にむけた自治体の取り組みは、極めて不十分な実態にあります。
　
つきましては、自治体の臨時・非常勤等職員の雇用安定と均等待遇にむけて、総務省など関係省とも連携し、以下の取り組みを要請いたします。

記

１．恒常的業務に就く臨時・非常勤等職員に対しての一方的な「雇い止め」や雇用年数上限の設定による「集団的解雇」の問題について、改正労働契約法の趣旨も踏まえ、臨時・非常勤等職員の雇用が保護され、無期雇用への転換措置がはかれるよう、対策を講じること。

２．パート労働法が目的としている「通常の労働者との均等・均衡待遇」について、自治体の臨時・非常勤等職員にも適用されるよう、対策を講じること。

以　上

